
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

えびはら直矢市政報告 

介護人材の確保について質問 
市の相談窓口で研修の周知を 
介護の仕事に関心をもっていただくために情報を適切に提供することが必要 

発行人 海老原直矢 

上尾市議会議員〈政策フォーラム・市民の声あげお〉 

〒362-0026 上尾市原市北一丁目 14 番地 9 TEL. 048-716-7323 

E-mail. ebihara116@gmail.com https://www.ebihara-naoya.com/ 

今回の一般質問では、上尾市だけでなく社会

的にも課題となっている介護人材の確保・定着

促進について取り上げました。 

この質問では、市の相談窓口に来た方などに

対して介護の仕事に関心を持っていただくた

め、資格取得や金銭的支援についての情報を

適切に提供することが必要ではないかというこ

とを提案しました。 

市からは関係部署と連携していくことや、２年

間介護職員として従事した場合返済不要となる

埼玉県の「就職支援金貸付制度」や県営住宅な

どの情報提供を行っていくことについて答弁が

ありました。 

一
般
質
問
で
の
や
り
取
り 

問 介護人材の確保について、市のくらしサポ

ート・福祉総合相談窓口・女性相談等の各種相談

窓口への相談者に対して市が実施する介護入門

的研修の周知を図るべきと考えるがいかがか。 

答 各種相談窓口を利用する方には介護事業所

での就労を希望する方もいると考えられ、「介護

入門的研修」についてより広く周知することは、

介護人材の確保に向けた有効な取り組みと認識

している。今後関係部署と連携し、研修の案内を

適切に行うことで、介護職への関心を高め、介護

人材の確保につながる取り組みを進めていく。 

問 埼玉県の介護分野就職支援金貸付等の支援

施策について、同様の機会に情報提供すべきと

考えるがいかがか。 

答 この制度についても介護人材の確保および

定着を支援するための有効な取り組みであると

認識しているため、関係部署と連携し適切な情

報提供を行うなど周知に努めていく。 

問 県営住宅など、市外から転入して就職する

ことに資する情報についても同様の機会に情報

提供すべきと考えるがいかがか。 

答 先ほどの支援策と同様に関係部署と連携

し、情報の周知を図っていく。 

データでみる 

上尾市介護入門的研修 

介護の基本的な知識や技術を無料で学ぶこと

ができ、研修修了後には介護事業所などへの就

職支援も受けられる上尾市の事業。 

一般質問の様子は【上尾市議会スマート中継】でご覧いただけます。 
https://smart.discussvision.net/smart/tenant/ageo/WebView/rd/council_1.html 

すべてのカリキュラ

ムを修了すると、「介護

職員初任者研修」「実務

者研修」「生活援助従事

者研修」の一部が免除

される特典もある。 

〈問合せ先〉 

上尾市高齢介護課 

電話 048-775-6473 
 
シグマスタッフ埼玉支社 

電話 048-871-9931 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お名前 ご連絡先 

ご意見やお困りごとなど 

市政へのご意見やお困りごとがございましたらお気軽にご連絡ください →FAX 048-677-1676 

昭和 62 年 12 月 3 日生まれ。 
●上智大学法学部卒 
●首都大学東京社会人類学教室修了。 
国連 UNHCR 協会職員などを経て、 
衆議院議員公設第一秘書を務める。 

大学在学中に市民団体を設立し、子どもたちの放課後を考える団体
など複数の団体の運営に携わってきた。２０１７年に上尾市議会議員
に当選（現在３期目）。議会運営委員会副委員長、都市整備消防常任
委員会委員、環境審議会委員など。 
家族：妻、長男（10 才）、長女（9 才）、次男（7 才） 

えびはら直矢プロフィール 

令和８年３月定例会一般質問 市民の声を形に 

３月定例会では、①労働施策、②ジェンダー施策、③まちづくりのグランドデザインの３つのテーマ

を取り上げました。前向きな答弁があったものは以下の通りです。 

労働施策 

■業務委託におけるインフレ時の対応について、職員対象の契約事務研修

で必要に応じて協議することを周知するとともに、協議による予算措置の

際には他の部署にも情報共有する。 
 

■産業人材の育成として、「キャリア形成支援」などの視点を参考とした就職

相談の再設計、市内企業の人材確保事業のための国の交付金の活用策、も

のつくり大学との連携協定などを検討する。 

ジェンダー施策 

■女性支援に関わる部署について、相談員の配置など市民ニーズに充分対

応できる体制づくりを検討する。 
 

■新しく整備する公園の女性用トイレについて、国交省が作成を進めるガイ

ドラインの主旨を踏まえて適切な設置数が確保されるよう検討を進める。 
 

■女性の割合が少ない審議会について、所管する部署にヒアリングを実施

するなどして女性比率を高める取り組みを進める。 

まちづくりのグランドデザイン 

■丸山公園が『自然共生サイト』に認定されたことを受けて、総合計画など

の各計画の中でどのように相乗効果を発揮できるか、全庁的な視点で検討

を進める。 
 

■環境省が実施している『自然共生サイト』を持つ自治体などと企業などと

のマッチング制度について、情報収集を進める。 
 

■『コンパクト・プラス・ネットワーク』の考え方を踏まえて各地域の拠点の機

能強化なども踏まえた公共施設の配置を検討していく。 

 


